
１１１１　　　　決算規模決算規模決算規模決算規模○○ 決算状況決算状況決算状況決算状況 （単位：百万円，％）57,66557,66557,66557,665 4.44.44.44.4 6.26.26.26.250,21450,21450,21450,214 3.93.93.93.9 6.46.46.46.47,4517,4517,4517,451 34.934.934.934.9 △ 3.5△ 3.5△ 3.5△ 3.55,0025,0025,0025,002 82.682.682.682.6 △ 27.0△ 27.0△ 27.0△ 27.02,4502,4502,4502,450 16.016.016.016.0 10.510.510.510.5994994994994 68.368.368.368.3 912.5912.5912.5912.510,50110,50110,50110,501 171.0171.0171.0171.0 △ 4.6△ 4.6△ 4.6△ 4.6346346346346 6.46.46.46.4 △ 11.0△ 11.0△ 11.0△ 11.0△ 4,029△ 4,029△ 4,029△ 4,029 △ 72.0△ 72.0△ 72.0△ 72.0 △ 17.6△ 17.6△ 17.6△ 17.615,87015,87015,87015,870 213.8213.8213.8213.8 26.026.026.026.0決算規模決算規模決算規模決算規模のののの伸率伸率伸率伸率のののの推移推移推移推移 （単位：％）

（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入したため，内訳の計と総数が一致しない場合がある。

1,294,3071,294,3071,294,3071,294,30721,37921,37921,37921,37928,83028,83028,83028,83011,05411,05411,05411,05417,77717,77717,77717,777
　平成22年度歳出決算額は，児童福祉費（子ども手当給付等）の増加等による扶助費（446億円）の増，ＣＡＴＶ等の情報通信基盤整備や小中学校施設整備による普通建設事業費（補助）の増及び災害復旧事業費の増加等による投資的経費（169億円）の増等により，全体では3.9％の増となった。
歳 入 歳 出 差 引歳 入 総 額 1,373,3511,373,3511,373,3511,373,351歳 出 総 額 1,344,5201,344,5201,344,5201,344,520 1,315,6861,315,6861,315,6861,315,686翌 年 度 繰 越 財 源実 質 収 支

市町普通会計決算市町普通会計決算市町普通会計決算市町普通会計決算のののの概況概況概況概況　決算額の伸び率は，歳入は4.4％の増，歳出は3.9％の増となり，歳入決算額は577億円，歳出決算額は502億円それぞれ昨年度を上回った。
区 分

　平成22年度歳入決算額は，定額給付金給付事業補助金の皆減による国県支出金（△25億円）の減はあるものの，地域活性化・雇用等臨時特例費の創設等に伴う地方交付税（173億円）の増，臨時財政対策債等の発行増等に伴う地方債（377億円）の増等により，全体では4.4％の増となった。
伸び率 前年度伸び率22年度 増減額21年度

1,5641,5641,5641,5642,4502,4502,4502,45016,64316,64316,64316,643
22年度歳 出

繰 上 償 還 金実 質 単 年 度 収 支積 立 金 取 崩 額
歳 入区 分

単 年 度 収 支積 立 金
△ 2.44.43.9

6,1426,1426,1426,1427,4227,4227,4227,42221年度6.2
5,7645,7645,7645,76423,29223,29223,29223,292

6.4
15,32715,32715,32715,3276,0526,0526,0526,052

△ 0.9 2.4
5,5935,5935,5935,5931,4561,4561,4561,456

△ 0.7 19年度20年度5,4185,4185,4185,418
△ 2.218年度2.2第１図　決算の推移

9,00010,00011,00012,00013,00014,00015,000
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億 円
歳入歳出



２２２２　　　　決算収支決算収支決算収支決算収支○ 単年度収支は，市町全体では黒字となったが，団体毎では23団体のうち5団体が赤字団体となった。○ 実質単年度収支は，市町全体では黒字となったが，団体毎では23団体のうち1団体が赤字団体となった。実質収支実質収支実質収支実質収支，，，，単年度収支単年度収支単年度収支単年度収支，，，，実質単年度収支実質単年度収支実質単年度収支実質単年度収支のののの推移推移推移推移 （単位：百万円）
単年度収支額単年度収支額単年度収支額単年度収支額のののの対前年度比較対前年度比較対前年度比較対前年度比較 （単位：百万円）団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額1 7 0 0 1 78 2,973 7 2,062 1 9129 842 6 796 3 4618 3,823 13 2,857 5 9650 0 1 △ 152 △ 1 1525 △ 1,373 6 △ 1,032 △ 1 △ 3410 0 3 △ 218 △ 3 2185 △ 1,373 10 △ 1,402 △ 5 291 7 1 △ 152 0 15913 1,601 13 1,030 0 5719 842 9 578 0 26423 2,450 23 1,456 0 994実質単年度収支額実質単年度収支額実質単年度収支額実質単年度収支額のののの対前年度比較対前年度比較対前年度比較対前年度比較 （単位：百万円）団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額 団体数 単年度収支額1 4,072 0 0 1 4,07212 15,488 10 8,260 2 7,2289 3,967 7 1,662 2 2,30522 23,527 17 9,923 5 13,6050 0 1 △ 923 △ 1 9231 △ 235 3 △ 1,186 △ 2 9510 0 2 △ 392 △ 2 3921 △ 235 6 △ 2,500 △ 5 2,2651 4,072 1 △ 923 0 4,99513 15,253 13 7,074 0 8,1799 3,967 9 1,271 0 2,69723 23,292 23 7,422 0 15,870（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入したため，内訳の計と総数が一致しない場合がある。

　実質収支は26年連続全団体黒字で，実質収支比率は前年度より0.5ポイント増加して2.5％となった。

合計 大 都 市都 市町合 計
赤字団体 大 都 市都 市町

増減(A-B)

合 計
黒字団体 大 都 市都 市町合 計

区 分 22年度(A)
合計 合 計

合 計大 都 市都 市町

黒字団体赤字団体 大 都 市都 市町合 計
増減(A-B)大 都 市都 市町

21年度(B)5,891 2,386 9,5751,45621年度実 質 単 年 度 収 支 23,292 7,42217,777区 分 22年度単 年 度 収 支 2,450 18年度13,868 13,724 14,49719年度20年度

21年度(B)

実 質 収 支 15,327 144 △ 773 4,063区 分 22年度(A)



３３３３　　　　歳入歳入歳入歳入
○ 歳入決算額歳入決算額歳入決算額歳入決算額のののの内訳内訳内訳内訳 （単位：百万円，％）構成比 構成比715,038 52.1 706,700 53.7 8,339 1.2 △ 3.2442,059 32.2 449,729 34.2 △ 7,670 △ 1.7 △ 5.511,248 0.8 11,427 0.9 △ 179 △ 1.6 △ 5.5216,255 15.7 198,955 15.1 17,301 8.7 2.711,507 0.8 11,381 0.9 125 1.1 7.522,811 1.7 25,985 2.0 △ 3,174 △ 12.2 △ 4.67,481 0.5 7,574 0.6 △ 92 △ 1.2 △ 3.7215,435 15.7 226,308 17.2 △ 10,873 △ 4.8 50.864,761 4.7 56,420 4.3 8,341 14.8 10.114,115 1.0 7,181 0.5 6,934 96.6 △ 19.710,763 0.8 20,608 1.6 △ 9,846 △ 47.8 35.019,801 1.4 20,517 1.6 △ 716 △ 3.5 9.8120,830 8.8 99,272 7.5 21,557 21.7 4.9169,899 12.4 132,182 10.0 37,717 28.5 7.472,625 5.3 43,224 3.3 29,401 68.0 55.2910 0.1 1,557 0.1 △ 647 △ 41.6 2.81,373,351 100.0 1,315,686 100.0 57,665 4.4 6.2（単位：百万円，％）22年度 21年度 20年度 19年度 18年度715,038 706,700 730,088 719,241 726,274伸び率 1.2 △ 3.2 1.5 △ 1.0 0.6789,263 756,340 760,383 748,973 763,289伸び率 4.4 △ 0.5 1.5 △ 1.9 △ 0.1（注１）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入したため，内訳の計と総数が一致しない場合がある。（注２）各表で示す「一般財源（狭義）」とは，次の歳入科目の合計である。

分 担 金 及 び 負 担 金使 用 料手 数 料
　歳入総額に占める一般財源（狭義）の割合は，一般財源（狭義）の1.2％の増，一般財源以外の歳入の8.1％の増により，前年度の53.7％を1.6ポイント下回る52.1％となった。

う ち 地 方 譲 与 税一 般 財 源 （ 狭 義 ）う ち 市 町 村 税区 分 22年度 21年度 増減額 伸び率
　一般財源（狭義）は，景気低迷による市町村民税や固定資産税の減等に伴う地方税等（△1.7％）の減少があったものの，雇用対策・地域資源活用臨時特例費の創設等による地方交付税（8.7％）の増加もあり，全体では1.2％の増となった。また，臨時財政対策債の発行増による地方債（28.5％）及び県支出金（14.8％）の増加等により，歳入総額としては，4.4％の増となった。

うち臨時財政対策債諸 収 入地 方 債

前年度伸び率う ち 地 方 交 付 税国 庫 支 出 金県 支 出 金財 産 収 入繰 入 金繰 越 金
一般財源一般財源一般財源一般財源のののの推移推移推移推移区　　分

地方税，地方譲与税，利子割交付金，配当割交付金，株式等譲渡所得割交付金，地方消費税交付金，ゴルフ場利用税交付金，特別地方消費税交付金，自動車取得税交付金，軽油引取税交付金，地方特例交付金，地方交付税，交通安全対策特別交付金
減税補てん債・臨財債等含み
そ の 他 の 収 入歳 入 合 計一般財源（狭義）

7,107 7,040 7,223 7,263 7,192 7,301 7,067 7,150
420 370 297 303 496 742

7,370 555402 733
01,0002,0003,0004,0005,0006,0007,0008,0009,000

14 15 16 17 18 19 20 21 22

（単位：億円）
減税補てん債･臨時財政対策債発行額等一般財源（狭義）

　　　　第第第第2222図図図図　　　　一般財源一般財源一般財源一般財源のののの推移推移推移推移



４４４４　　　　歳出歳出歳出歳出
[主な目的別経費の増減]○○○ 歳出総額歳出総額歳出総額歳出総額のののの推移推移推移推移 （単位：億円）5,834 5,592 5,393 5,285 5,1356,635 6,434 5,948 6,169 6,022977 917 829 826 83913,445 12,943 12,170 12,279 11,995目的別決算額目的別決算額目的別決算額目的別決算額のののの伸伸伸伸びびびび率率率率 （単位：百万円，％）決算額 構成比 増減率 決算額 構成比 増減率140,479 10.4 △ 17.2 169,584 13.1 37.9385,681 28.7 13.7 339,178 26.2 5.9136,112 10.1 5.2 129,376 10.0 4.431,973 2.4 △ 3.1 32,993 2.5 △ 1.9196,855 14.6 △ 1.6 200,121 15.5 2.2145,460 10.8 10.4 131,795 10.2 △ 4.76,390 0.5 190.9 2,196 0.2 446.9181,380 13.5 0.4 180,595 14.0 △ 0.5120,190 9.0 10.8 108,468 8.3 8.51,344,520 100.0 3.9 1,294,307 100.0 6.4目的別決算額目的別決算額目的別決算額目的別決算額のののの構成比構成比構成比構成比のののの推移推移推移推移22年度 21年度 20年度 19年度 18年度10.4 13.1 10.1 10.6 9.628.7 26.2 26.3 25.0 24.910.1 10.0 10.2 10.0 10.42.4 2.5 2.8 2.5 2.714.6 15.5 16.1 16.9 17.310.8 10.2 11.4 11.9 11.50.5 0.2 0.0 0.4 0.613.5 14.0 14.9 14.8 14.99.0 8.3 8.2 7.9 8.1100.0 100.0 100.0 100.0 100.0（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入したため，内訳の計と総数が一致しない場合がある。

　民生費は，児童福祉費（子ども手当給付等）の増加等による扶助費（20.5％）の増等により13.7％の増となった。　災害復旧費は，豪雨災害による復旧費の増等により，190.9％の増となった。　教育費は，小中学校施設整備等の普通建設事業費の増等により10.4％の増となった。区 分 21年度22年度 20年度
　義務的経費は，職員給与の減等による人件費（△1.3％）の減少はあったものの，児童福祉費（子ども手当給付等）の増加等による扶助費（20.5％）の増等により，全体では6.8％の増となった。また，ＣＡＴＶ等の情報通信基盤整備や小中学校施設整備による普通建設事業費の増及び災害復旧事業費の増等による投資的経費（10.6％）の増等により，歳出総額では3.9％の増となった。

衛 生 費農 林 水 産 業 費

19年度 18年度
22年度 21年度総 務 費民 生 費

市 町 計大 都 市都 市町

土 木 費教 育 費災 害 復 旧 費公 債 費

そ の 他合 計
農 林 水 産 業 費土 木 費教 育 費災 害 復 旧 費

（単位：％）
衛 生 費
公 債 費

区 分

区　　　分総 務 費民 生 費
そ の 他合 計



性質別決算額性質別決算額性質別決算額性質別決算額とととと増減率増減率増減率増減率 （単位：百万円，％）構成比 構成比667,234 49.6 624,745 48.3 42,489 6.8 1.8223,851 16.6 226,784 17.5 △ 2,932 △ 1.3 △ 0.8262,241 19.5 217,671 16.8 44,570 20.5 6.9181,141 13.5 180,290 13.9 851 0.5 △ 0.5177,307 13.2 160,376 12.4 16,931 10.6 1.9170,918 12.7 158,180 12.2 12,738 8.1 0.7うち補助事業費 71,469 5.3 54,412 4.2 17,057 31.3 6.5うち単独事業費 99,449 7.4 103,767 8.0 △ 4,319 △ 4.2 △ 2.06,390 0.5 2,196 0.2 4,193 190.9 446.9499,979 37.2 509,186 39.3 △ 9,206 △ 1.8 14.2136,904 10.2 139,157 10.8 △ 2,253 △ 1.6 6.599,496 7.4 142,962 11.0 △ 43,467 △ 30.4 46.7263,579 19.6 227,066 17.5 36,513 16.1 4.21,344,520 100.0 1,294,307 100.0 50,214 3.9 6.4（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入したため，内訳の計と総数が一致しない場合がある。

人 件 費

そ の 他歳 出 合 計(注）普通建設事業費うち補助事業費には，国直轄事業負担金及び受託事業費のうち補助事業費を含む。また，うち単独事業費　　には，県営事業負担金，同級他団体施行事業負担金及び受託事業のうち単独事業費を含む。

扶 助 費公 債 費投 資 的 経 費普 通 建 設 事 業 費
物 件 費補 助 費 等

21年度

災 害 復 旧 事 業 費そ の 他 の 経 費

伸び率 前年度伸び率義 務 的 経 費区 分 22年度 増減額

598 502 516 558 511 544 715
1,477 1,265 1,243 1,124 1,125 1,059 1,038 99478205001,0001,5002,0002,500

15 16 17 18 19 20 21 22

（単位：億円）
単独事業費補助事業費

　　　　第第第第4444図図図図　　　　普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費のののの推移推移推移推移
2,380 2,354 2,317 2,373 2,286 2,268 2,2391,643 1,758 1,831 1,874 1,974 2,036 2,177 2,6221,834 1,758 1,749 1,781 1,814 1,812 1,803 1,811

2,34401,0002,0003,0004,0005,0006,0007,0008,000

15 16 17 18 19 20 21 22

（単位：億円）
公債費扶助費人件費

　　　　第第第第3333図図図図　　　　義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費のののの推移推移推移推移



５５５５　　　　将来将来将来将来にわたるにわたるにわたるにわたる財政負担財政負担財政負担財政負担○○ 地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高のののの推移推移推移推移 （単位：百万円，％）1,817,283 1,797,275 1,818,269 1,841,148 1,858,644(1,452,867) (1,492,880) (1,546,142) (1,587,955) (1,628,573)1.1 △ 1.2 △ 1.2 △ 0.9 △ 0.8252.6 253.2 255.5 273.4 277.3179,538 195,327 159,825 156,472 170,522地方債発行額地方債発行額地方債発行額地方債発行額のののの推移推移推移推移 （単位：百万円，％）169,899 132,182 123,067 125,304 124,030(72,625) (43,224) (27,850) (29,733) (32,660)28.5 7.4 △ 1.8 1.0 △ 13.6181,038 180,114 180,861 180,946 177,8980.5 △ 0.4 △ 0.0 1.7 0.7積立基金現在高積立基金現在高積立基金現在高積立基金現在高のののの推移推移推移推移 （単位：百万円，％）81,293 64,644 62,482 61,470 60,897伸 び 率 25.8 3.5 1.6 0.9 5.414,194 11,859 12,928 14,174 16,066伸 び 率 19.7 △ 8.3 △ 8.8 △ 11.8 △ 11.573,283 70,410 72,434 70,113 75,781伸 び 率 4.1 △ 2.8 3.3 △ 7.5 △ 2.6168,770 146,913 147,844 145,757 152,744伸 び 率 14.9 △ 0.6 1.4 △ 4.6 △ 0.7将来将来将来将来にわたるにわたるにわたるにわたる実質的実質的実質的実質的なななな財政負担財政負担財政負担財政負担のののの推移推移推移推移 （単位：百万円）(A)(B) 179,538 195,327(C) 168,770 146,913((A+B)-C)※　将来にわたる実質的な財政負担＝（地方債現在高＋債務負担行為現在高）－積立金現在高債務負担行為債務負担行為債務負担行為債務負担行為にににに基基基基づくづくづくづく翌年度以降支出予定額翌年度以降支出予定額翌年度以降支出予定額翌年度以降支出予定額のののの目的別推移目的別推移目的別推移目的別推移 （単位：百万円）88,776 88,923 90,944 67,758 75,990607 0 0 0 2390,155 106,404 68,881 88,714 94,508179,538 195,327 159,825 156,472 170,522△ 8.1 22.2 2.1 △ 8.2 0.2（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入したため，内訳の計と総数が一致しない場合がある。

地 方 債 現 在 高 の 推 移（臨時財政対策債除き）区 分 18年度19年度20年度
　地方債現在高は，前年度まで4年連続減であったが今年度は増となった。現在高が増となった主な要因は，臨時財政対策債（600億円）及び旧合併特例債（107億円）の増である。　また，地方債現在高の標準財政規模に対する比率は，前年度から0.6ポイント改善して，252.6％となった。

21年度22年度　積立金現在高は前年度に比べ，財政調整基金が166億円（25.8％）の増，減債基金が23億円（19.7％）の増，その他の特定目的基金が29億円（4.1％）の増となり，全体では219億円（14.9％）の増となった。
　地方債現在高は，前年度から200億円（1.1％）の増となった。　積立金現在高は，前年度に比べ219億円（14.9％）の増となった。

区 分 22年度

その他の特定目的基金
積 立 金 現 在 高将来にわたる実質的な財政負担 1,845,689

伸 び 率標準財政規模に占める割合
21年度

合 計
地 方 債 現 在 高

債務保証又は損失補償に係るものそ の 他
1,797,275

地 方 債 償 還 額 の 推 移伸 び 率

1,817,283 21年度合 計区 分 22年度
22年度 18年度

1,828,051

債 務 負 担 行 為 現 在 高区 分
財 政 調 整 基 金

債 務 負 担 行 為 現 在 高

20年度22年度（臨時財政対策債）
（注）平成20年度から標準財政規模は臨時財政対策債発行可能額を含めている。 18年度地 方 債 発 行 額 の 推 移伸 び 率

減 債 基 金区 分

18年度物件費等の購入に係るもの

19年度

増 減 率

20年度 19年度21年度

21年度 20年度 19年度



地方債区分別現在高地方債区分別現在高地方債区分別現在高地方債区分別現在高のののの状況状況状況状況 （単位：百万円，％）構成比 構成比158,341 8.7 164,070 9.1 △ 5,729 △ 3.545,237 2.5 48,289 2.7 △ 3,051 △ 6.34,413 0.2 4,819 0.3 △ 405 △ 8.473,406 4.0 72,959 4.1 447 0.648,134 2.6 55,094 3.1 △ 6,960 △ 12.6727,142 40.0 747,058 41.6 △ 19,916 △ 2.764,742 3.6 71,366 4.0 △ 6,624 △ 9.3148,973 8.2 138,231 7.7 10,742 7.8263,458 14.5 275,374 15.3 △ 11,916 △ 4.364,049 3.5 68,936 3.8 △ 4,887 △ 7.18,930 0.5 9,731 0.5 △ 801 △ 8.210,219 0.6 12,770 0.7 △ 2,551 △ 20.01,104 0.1 1,697 0.1 △ 593 △ 35.026,163 1.4 27,752 1.5 △ 1,589 △ 5.73,404 0.2 5,443 0.3 △ 2,039 △ 37.570,793 3.9 77,632 4.3 △ 6,839 △ 8.8364,415 20.1 304,396 16.9 60,020 19.72,722 0.1 3,478 0.2 △ 757 △ 21.8208,812 11.6 193,154 10.8 15,658 8.11,817,283 100.0 1,797,275 100.0 20,007 1.1（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入したため，内訳の計と総数が一致しない場合がある。

増減率区 分 22年度 増減額21年度

臨 時 財 政 特 例 債

一 般 公 共 事 業 債
一 般 単 独 事 業 債学校教育施設等整備事業債

厚生福祉施設整備事業債
うち地域総合整備事業債うち地方道路等整備事業債

公 営 住 宅 建 設 事 業 債
公共用地先行取得等事業債うち合併特例事業債

そ の 他合 計臨 時 財 政 対 策 債

災 害 復 旧 事 業 債一 般 廃 棄 物 処 理 事 業 債

県 貸 付 金減 税 補 て ん 債
過 疎 対 策 事 業 債地域改善対策特定事業債財 源 対 策 債

第第第第3333図図図図　　　　基金現在高基金現在高基金現在高基金現在高とととと地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高のののの推移推移推移推移

54,400 57,711 61,237 64,573 57,179 58,944 52,555 57,779 60,897 61,470 62,482 64,644 81,29336,830 27,737 27,611 25,467 23,548 21,658 17,938 18,160 16,066 14,174 12,928 11,85967,622 77,835 75,781 70,113 72,434 70,410 14,19465,73771,37178,33279,46798,12181,502 73,28317,97317,97317,97317,97318,18318,18318,18318,18318,41118,41118,41118,41118,58618,58618,58618,58618,73618,73618,73618,73618,51718,51718,51718,51718,22618,22618,22618,22617,77617,77617,77617,77617,33517,33517,33517,33517,08317,08317,08317,08316,88716,88716,88716,88716,58616,58616,58616,586 18,17318,17318,17318,173

020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000160,000180,000200,000

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22年度

百万円

02,0004,0006,0008,00010,00012,00014,00016,00018,00020,000億円

財政調整基金 減債基金 その他特定目的基金 地方債現在高



６６６６　　　　財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性○○ 経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率のののの推移推移推移推移 （単位：％）経常収支比率 91.9 94.5 93.8 95.8 93.5うち人件費 25.5 26.9 27.1 28.5 28.6うち扶助費 10.4 9.7 9.2 9.0 8.6うち補助費等 9.2 9.2 9.6 9.6 9.4うち公債費 22.2 23.3 23.3 24.0 23.0うち繰出金 10.2 10.3 9.6 9.4 8.6公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率，，，，実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率，，，，将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率のののの推移推移推移推移 （単位：％）20.3 20.7 21.3 21.2 20.713.4 14.0 14.3 14.6 18.1154.7 168.5 175.0 184.3 －経常収支比率別経常収支比率別経常収支比率別経常収支比率別のののの団体分布状況団体分布状況団体分布状況団体分布状況 （単位：団体）22年度(A) 21年度(B) 増減(A-B)0 1 △ 13 7 △ 47 10 △ 313 5 8公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率のののの団体分布団体分布団体分布団体分布 （単位：団体） 実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率のののの団体分布状況団体分布状況団体分布状況団体分布状況 （単位：団体）22年度 21年度 22年度 21年度20 ％ 以 上 11 13 18 ％ 以 上 4 620 ％ 未 満 12 10 18 ％ 未 満 19 17将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率のののの団体分布状況団体分布状況団体分布状況団体分布状況 （単位：団体）22年度 21年度0 02 211 139 8（注）各表の計数は，表示単位未満の数値を四捨五入したため，内訳の計と総数が一致しない場合がある。

　経常収支比率は，前年度と比べると，2.6ポイントの減となり，91.9％となった。また，実質公債費比率は13.4％，将来負担比率は154.7％となり，早期健全化基準を超えた団体はなかった。
区 分 21年度 20年度 19年度 18年度22年度

　経常収支比率は，分子である経常充当一般財源が扶助費の増加等により1.4％の増となった。また，分母は経常一般財源の0.9％の増，臨時財政対策債の68.0％の増などによりと大きく増加した。結果として前年度から2.6ポイントの減となり，91.9％となった。全23団体のうち10団体が90％を超えており，財政構造が硬直化している。

100％以上
将 来 負 担 比 率

18年度
団体数

区 分 22年度
区 分

90％未満90％以上 95％未満

　実質公債費比率は，前年度より0.6ポイント改善し，13.4％となった。地方債の発行に許可が必要となる18％以上の団体は，前年度より2団体減の4団体となった。

公 債 費 負 担 比 率実 質 公 債 費 比 率 21年度 20年度 19年度
95％以上100％未満

区 分団 体 数
100％未満300％以上200％以上300％未満100％以上200％未満

区 分
区分団 体 数 団体数



【参　考】（単位：百万円，％）
広 島 市 589,240 4.9 204,974 ▲ 0.6 42,345 8.4 583,365 4.3 298,574 7.6 55,991 4.8 2,240呉 市 110,475 6.3 32,557 ▲ 4.6 22,993 7.2 108,868 6.5 56,511 7.0 17,342 16.0 1,206竹 原 市 14,191 6.1 4,202 ▲ 4.7 2,591 9.0 13,788 7.2 5,166 4.8 3,149 64.7 351三 原 市 49,865 7.0 15,739 ▲ 1.6 9,699 3.1 48,976 6.9 23,287 9.6 8,038 5.2 577尾 道 市 58,964 ▲ 4.0 20,477 1.6 15,063 11.1 57,008 ▲ 6.1 31,704 7.0 4,447 ▲ 41.3 660福 山 市 177,807 4.3 73,753 ▲ 4.2 16,272 14.2 174,211 4.9 90,502 7.5 20,676 26.3 2,783府 中 市 21,802 8.8 5,515 ▲ 5.9 5,861 12.1 21,141 9.2 9,347 6.9 4,078 50.5 516三 次 市 40,981 ▲ 0.6 7,254 ▲ 0.7 17,349 7.0 39,615 ▲ 2.0 15,818 2.4 7,521 ▲ 20.4 1,212庄 原 市 34,400 6.6 4,310 ▲ 2.0 16,209 7.7 33,381 5.8 14,204 2.2 7,808 35.2 367大 竹 市 14,411 4.2 6,239 ▲ 1.2 1,120 57.5 14,269 3.9 6,334 6.6 3,261 25.8 32東 広 島 市 74,851 0.5 30,489 ▲ 1.4 9,169 4.4 70,206 ▲ 1.7 35,839 10.4 12,732 ▲ 7.3 2,290廿 日 市 市 43,253 1.3 16,205 ▲ 2.3 8,662 9.9 41,885 ▲ 0.6 21,728 1.2 5,433 12.2 1,259安 芸 高 田 市 25,465 18.3 3,650 ▲ 2.4 10,275 7.5 24,582 16.6 10,189 ▲ 0.2 6,359 168.4 618江 田 島 市 16,243 ▲ 3.5 2,959 ▲ 2.6 6,749 5.8 15,572 ▲ 2.8 7,103 ▲ 0.3 2,076 ▲ 31.8 549府 中 町 14,949 0.1 6,837 ▲ 4.0 686 1,188.9 14,907 0.0 7,340 9.3 2,394 ▲ 11.7 15海 田 町 9,496 9.0 4,408 2.7 1,189 27.4 8,848 6.4 4,547 11.2 1,060 70.8 538熊 野 町 7,737 ▲ 0.4 2,335 ▲ 5.4 1,936 10.4 7,436 ▲ 0.2 3,002 9.3 867 13.5 281坂 町 5,977 14.7 2,476 3.9 760 19.3 5,717 12.2 2,185 7.0 1,204 142.3 156安 芸 太 田 町 8,551 3.4 1,018 2.8 4,496 7.7 8,177 3.0 3,066 0.3 1,170 ▲ 15.5 361北 広 島 町 17,921 0.5 2,962 1.0 7,352 3.9 17,040 2.9 7,718 2.9 2,684 9.7 759大 崎 上 島 町 8,671 6.0 1,472 ▲ 0.8 3,553 8.3 8,439 5.4 3,148 1.9 1,524 ▲ 4.6 182世 羅 町 13,286 5.5 2,191 0.9 5,823 6.7 12,824 5.5 5,342 2.3 2,583 26.2 327神 石 高 原 町 14,815 25.9 1,285 ▲ 2.7 6,105 7.3 14,264 26.1 4,579 ▲ 4.0 4,913 152.6 498計 1,373,351 4.4 453,308 ▲ 1.7 216,255 8.7 1,344,520 3.9 667,234 6.8 177,307 10.6 17,777〃（ 政 令 市 除 き ） 784,110 4.0 248,333 ▲ 2.6 173,911 8.8 761,156 3.5 368,660 6.1 121,317 13.4 15,536（注１）団体ごとに百万円単位で四捨五入しているため，計において一致しない場合がある。（注２）実質収支　･･･歳入歳出差引額－翌年度に繰り越すべき財源

区　分 対前年度増減率対前年度増減率 対前年度増減率地方税等 地方交付税歳入総額 対前年度増減率投資的経費 実質収支対前年度増減率
平成22年度　市町別普通会計決算の状況

対前年度増減率歳出総額 義務的経費



（単位：百万円，％）
広 島 市 96.3 ▲ 1.6 921,013 2.1 14,538 38.7 0.80 ▲ 0.01呉 市 95.9 ▲ 0.6 136,358 ▲ 0.2 9,168 84.6 0.64 ▲ 0.02竹 原 市 88.9 ▲ 2.8 9,770 11.0 2,270 11.1 0.65 ▲ 0.04三 原 市 89.2 ▲ 3.8 65,187 2.9 4,481 10.8 0.66 ▲ 0.02尾 道 市 88.8 ▲ 5.7 72,834 ▲ 3.2 3,984 3.5 0.62 ▲ 0.02福 山 市 87.6 ▲ 1.3 159,620 2.2 15,506 25.3 0.86 ▲ 0.03府 中 市 91.9 ▲ 7.2 26,299 2.2 1,499 34.6 0.57 ▲ 0.05三 次 市 90.1 ▲ 2.0 57,136 ▲ 1.2 2,482 17.4 0.35 ▲ 0.02庄 原 市 92.1 ▲ 3.1 46,139 ▲ 2.8 1,503 20.6 0.27 ▲ 0.02大 竹 市 90.7 ▲ 5.4 19,322 2.6 1,478 1.3 0.92 ▲ 0.02東 広 島 市 84.7 ▲ 2.6 86,642 0.3 12,135 9.2 0.87 ▲ 0.03廿 日 市 市 92.6 ▲ 5.3 54,764 ▲ 0.3 4,784 4.8 0.72 ▲ 0.02安 芸 高 田 市 86.1 ▲ 4.3 31,055 2.1 1,802 15.5 0.34 ▲ 0.03江 田 島 市 86.6 ▲ 3.4 19,056 ▲ 1.4 2,874 56.6 0.38 ▲ 0.02府 中 町 95.5 ▲ 6.7 17,634 3.2 1,551 24.0 1.03 ▲ 0.06海 田 町 87.6 ▲ 3.6 9,676 ▲ 5.3 1,966 18.9 0.84 ▲ 0.04熊 野 町 92.7 ▲ 2.2 6,688 2.2 1,848 8.0 0.60 ▲ 0.02坂 町 77.1 ▲ 10.2 4,544 5.4 1,798 3.1 0.80 ▲ 0.04安 芸 太 田 町 83.1 ▲ 8.3 10,470 ▲ 2.8 1,389 88.0 0.23 ▲ 0.02北 広 島 町 91.1 ▲ 6.1 20,641 ▲ 4.0 1,334 49.4 0.33 ▲ 0.02大 崎 上 島 町 82.8 ▲ 6.8 11,936 ▲ 2.2 2,715 24.5 0.37 ▲ 0.04世 羅 町 86.1 ▲ 4.2 16,227 ▲ 6.0 2,467 18.4 0.33 ▲ 0.01神 石 高 原 町 79.1 ▲ 4.3 14,273 ▲ 2.7 1,915 29.7 0.23 ▲ 0.01計 91.9 ▲ 2.6 1,817,283 1.1 95,487 24.8 － －〃（政令市除き） 89.3 ▲ 3.2 896,269 0.1 80,949 22.6 － －（注１）団体ごとに百万円単位で四捨五入しているため，計において一致しない場合がある。（注２）経常収支比率　　…　経常一般財源総額に対する経常経費充当一般財源の割合

財政力指数対前年度増減財調・減債基金現在高対前年度増減率区　分 対前年度増減 対前年度増減率経常収支比率 地方債現在高
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